
福祉用具専門相談員指定講習事業者指定要綱新旧対照表 

 

改 正 後 改 正 前 
福祉用具専門相談員指定講習事業者指定要綱 

 

１ 目的  略 

 

 

２  福祉用具専門相談員指定講習事業者の指定 

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）第４条第１項第９号の指定を受

けようとする者（以下「申請者」という。）が次に掲げる要件を満たすと認められるときは、同号の福祉

用具専門相談員指定講習事業者(以下「指定講習事業者」という。）として指定する。 

（１）  略 

 

（２）  次に掲げる義務を適正に履行できると認められること。 

①  政令第４条第１項第９号の証明書の交付を受けた者について、厚生労働省令で定める名簿を作成し、

及びこれを知事に送付すること。 

②  厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開し

たときに、厚生労働省令で定めるところにより、１０日以内に、その旨を知事に届け出ること。 

③  （１）の講習の実施に関して知事が当該事業に関する情報の提供、当該事業の内容の変更その他の

必要な指示を行った場合に、当該指示に従うこと。 

 

 

３ 指定申請手続等 ～ ８ 指定等の公表  略 

 

 

附則 

１ この要綱は、平成１８年５月１日から施行する。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２６年８月１１日から施行する。 

ただし、平成２４年４月１日から平成２６年８月１１日の間に、受講生に対し修了証明書を発行した事

業者については、第３条の２を第４条と読み替えるものとする。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２６年９月１８日に施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２９年１月５日から施行する。 

ただし、平成２７年４月１日から平成２９年１月５日の間に、受講生に対し修了証明書を発行した事業

者については、第４条第１項第１０号を第４条第１項第９号と読み替えるものとする。 

 

 

福祉用具専門相談員指定講習事業者指定要綱 

 

１ 目的  略 

 

 

２  福祉用具専門相談員指定講習事業者の指定 

介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）第４条第１項第１０号の指定

を受けようとする者（以下「申請者」という。）が次に掲げる要件を満たすと認められるときは、同号

の福祉用具専門相談員指定講習事業者(以下「指定講習事業者」という。）として指定する。 

（１）  略 

 

（２）  次に掲げる義務を適正に履行できると認められること。 

①  政令第４条第１項第１０号の証明書の交付を受けた者について、厚生労働省令で定める名簿を作

成し、及びこれを知事に送付すること。 

②  厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開

したときに、厚生労働省令で定めるところにより、１０日以内に、その旨を知事に届け出ること。 

③  （１）の講習の実施に関して知事が当該事業に関する情報の提供、当該事業の内容の変更その他

の必要な指示を行った場合に、当該指示に従うこと。 

 

 

３ 指定申請手続等 ～ ８ 指定等の公表  略 

 

 

附則 

１ この要綱は、平成１８年５月１日から施行する。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２６年８月１１日から施行する。 

ただし、平成２４年４月１日から平成２６年８月１１日の間に、受講生に対し修了証明書を発行した

事業者については、第３条の２を第４条と読み替えるものとする。 

 

附則 

１ この要綱は、平成２６年９月１８日に施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 



改 正 後 改 正 前 

 

 
 
 

 

 



 
改 正 後 改 正 前 

 

別紙２ 略 

 

 

 

 
別紙４ 略 
 
 

 

別紙２ 略 

 

 

 
 
別紙４ 略 
 



 

 
 
 

改 正 後 改 正 前 

 
 

 

様式１－２ ～ 様式５  略 

 
 
 
様式１－２ ～ 様式５  略 
 


